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企業会計基準委員会 御中 

 

                                                  

                     明豊ファシリティワーク株式会社 

               取締役経営企画部 大島和男 

 

企業会計委員会基準公開草案第 20 号 

「工事契約に関する会計基準（案）」についてのコメント 

 

弊社は、建設工事に係る設計及びコンストラクションマネジメント方式（国土交通省ホ

ームページ http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/const/sinko/kikaku/cm/cmhead.htm）によ

るマネジメントサービスの提供を主な業務としております。 

現在、弊社では完成基準によって収益を計上しておりますが、年々受注から完成までの長期化

が進み、正しい期間損益を表示するためには、マネジメントサービスについても収益計上基準と

して進行基準を採用するべきと考えております。 

  

公開草案の 26 範囲では、「もっぱらサービスの提供を目的とする取引や、工事を実施す

るという点で、外形上は工事契約に類似する契約であっても、工事に係る労働サービスの

提供そのものを目的とする契約には適用されない」との記載がありますが、弊社の工事に

関するマネジメント業務が工事進行基準の適用範囲内であるか、解釈が難しいところであ

ります。サービスの部分については、詳しく記載して頂きたくお願いいたします。 

 

弊社では、建設業が通常行っている材料費などの発生する請負契約も存在し、それにつ

いては今後進行基準を適用するため、仮にマネジメントのみの契約については、進行基準

が適用にならないことになりますと、2 通りの基準を採用しなくてはなりません。 

もし、弊社のマネジメント業務が進行基準の適用外になる場合は、その理由も示して頂

きたくお願いいたします。 

 

弊社では、工事契約ごとに全体の見積もり時間に定め、毎日実績と比較管理をしており

ます。それにより工事進捗度の見積もりをすることができ、進行基準による期間損益をよ

り適正に反映できるのではないかと考えております。 

何卒、ご検討の程よろしくお願いいたします。 

以上 
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